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8かしはら市議会だより

平
成
２９
年
１２
月
１
日
現
在
、

加
入
世
帯
数
１
万
７
，
７
６
４
世

帯
、
被
保
険
者
数
２
万
９
，
５
６

３
人
で
あ
る
。
社
会
保
険
へ
移
行

者
が
多
く
、
出
生
よ
り
も
死
亡
が

多
い
た
め
、
被
保
険
者
数
は
減
少

傾
向
で
あ
る
。
被
保
険
者
数
減
等

に
伴
う
歳
入
減
に
対
し
、
医
療
費

は
横
ば
い
で
、
国
庫
返
還
金
等
の

支
出
も
あ
り
、
今
年
度
決
算
は
大

き
な
赤
字
と
予
測
し
て
い
る
。

県
単
一
化
さ
れ
る
と
医
療
費

は
県
全
体
で
負
担
す
る
よ
う
だ

が
、
医
療
費
と
保
険
税
の
関
係
は

ど
う
変
わ
る
の
か
。

市
町
村
単
位
で
賄
っ
て
い
た

医
療
費
を
、
県
内
市
町
村
全
体
で

賄
う
こ
と
に
な
る
。
医
療
費
は
加

入
者
が
納
め
る
保
険
税
と
国
の
補

助
金
等
を
財
源
と
し
て
い
た
が
、

今
後
は
県
か
ら
市
町
村
へ
支
払
わ

れ
る
補
助
金
で
賄
う
。
そ
の
補
助

金
は
、
市
町
村
か
ら
の
国
保
事
業

納
付
金
を
財
源
と
す
る
。
そ
の
納

付
金
は
、
保
険
税
と
、
一
般
会
計

か
ら
繰
り
入
れ
て
い
る
基
盤
安
定

負
担
金
で
賄
わ
れ
る
。
３０
年
度
か

ら
３５
年
度
は
激
変
緩
和
措
置
を

行
い
、
３６
年
度
に
県
全
体
で
同
じ

保
険
税
に
な
る
。

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
へ

の
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
は
、

被
保
険
者
以
外
の
税
金
も
含
ま

れ
、
健
康
保
険
に
重
複
し
て
支
払

っ
て
い
る
イ
メ
ー
ジ
が
強
い
が
、

繰
入
金
の
基
準
は
。

繰
り
入
れ
は
保
険
基
盤
安

定
繰
入
金
等
が
あ
る
。
保
険
基
盤

安
定
繰
入
金
は
軽
減
分
と
保
険

者
支
援
分
が
あ
り
、
軽
減
分
は
所

得
に
応
じ
て
保
険
税
を
減
額
し
た

分
を
地
方
交
付
税
措
置
に
よ
り

補
塡
さ
れ
る
。
保
険
者
支
援
分

は
、
保
険
税
を
軽
減
さ
れ
る
人
数

に
応
じ
て
国
か
ら
２
分
の
１
、
県

か
ら
４
分
の
１
が
補
填
さ
れ
る
。

激
変
緩
和
措
置
が
終
わ
る

３６
年
度
か
ら
の
保
険
税
は
ど
う

な
る
の
か
。

１１
月
３０
日
の
橿
原
市
国
民

健
康
保
険
運
営
協
議
会
で
、
３６
年

度
に
向
け
て
段
階
的
に
税
率
を
上

げ
る
こ
と
、
３
年
ご
と
に
税
率
を

見
直
す
こ
と
が
承
認
さ
れ
た
。
３６

年
度
以
降
は
、
県
が
統
一
保
険
料

を
目
指
し
て
お
り
、
県
の
特
別
会

計
に
歳
入
不
足
が
あ
れ
ば
県
の
基

金
を
充
当
す
る
。
３６
年
度
ま
で
の

中
間
の
見
直
し
で
必
要
額
を
修
正

す
る
可
能
性
が
あ
る
が
、
慎
重
に

推
移
を
見
守
り
た
い
。

事
務
が
県
に
移
れ
ば
市
の
仕

事
が
減
り
、
人
件
費
が
削
減
で
き

れ
ば
保
険
税
を
抑
え
ら
れ
る
と
考

え
る
が
、
県
単
一
化
後
の
県
と
市

の
事
務
負
担
は
。

共
同
化
さ
れ
る
事
務
は
（
仮

称
）
国
保
事
務
支
援
セ
ン
タ
ー
に

移
る
が
、
市
民
手
続
は
市
町
村
の

窓
口
で
行
う
。
県
の
役
割
は
広
報

事
務
、
医
療
費
通
知
や
ジ
ェ
ネ
リ

ッ
ク
の
差
額
通
知
等
だ
が
、
一
部

の
移
管
で
あ
り
、
保
険
者
権
限
は

市
町
村
に
残
る
。
従
来
の
仕
事
は

ほ
と
ん
ど
市
に
残
る
た
め
、
人
件

費
を
削
減
で
き
る
ほ
ど
の
仕
事
量

の
圧
縮
は
見
込
め
な
い
が
、
引
き

続
き
事
務
の
効
率
化
を
進
め
た
い
。

単
一
化
に
向
け
た
進
捗
状
況

と
今
後
の
方
向
性
は
。

現
時
点
で
は
１０
月
６
日
の
市

町
村
長
会
議
で
制
度
の
大
枠
を

決
め
た
こ
と
と
、
３６
年
度
の
保
険

税
案
が
提
示
さ
れ
た
の
み
で
あ
り
、

県
に
対
し
、
市
町
村
が
負
担
す
る

納
付
金
額
、
標
準
保
険
税
率
及
び

激
変
緩
和
措
置
の
内
容
等
の
早

期
提
示
を
求
め
て
い
る
。

値
上
げ
の
方
向
性
が
承
認
さ

れ
た
運
営
協
議
会
の
決
定
の
効

力
は
。
増
税
を
な
る
べ
く
抑
え
、

市
民
負
担
が
少
し
で
も
軽
く
な

る
運
営
を
し
て
も
ら
い
た
い
が
、

今
ま
で
ど
お
り
値
上
げ
を
せ
ず
に

運
営
で
き
る
方
法
は
な
い
か
。

３６
年
度
の
本
市
の
保
険
税
の

見
込
み
額
は
、
今
年
度
比
で
１
人

当
た
り
約
２
万
円
強
高
い
。
協
議

会
で
、
直
前
の
大
幅
な
値
上
げ
よ

り
６
年
間
の
段
階
的
値
上
げ
の
ほ

う
が
負
担
感
が
少
な
い
と
説
明

し
、
審
議
さ
れ
、
税
率
改
正
が
承

認
さ
れ
た
。
こ
れ
を
予
算
案
及
び

国
保
税
等
の
税
率
改
正
に
反
映

さ
せ
て
い
き
た
い
が
、今
後
も
国
・

県
の
補
助
金
や
県
の
基
金
な
ど
の

投
入
を
要
望
し
て
、
市
民
の
負
担

軽
減
に
努
め
た
い
。

パ
ス
ポ
ー
ト
申
請

業
務
の
権
限
移
譲

新
分
庁
舎
で
パ
ス
ポ
ー
ト
申

請
業
務
が
開
始
さ
れ
る
よ
う
だ

が
、
利
用
で
き
る
の
は
橿
原
市
民

だ
け
か
。
今
後
は
ど
う
考
え
て
い

る
か
。県

議
会
の
権
限
移
譲
の
議
決

を
受
け
、
来
年
度
よ
り
市
直
営
の

発
券
セ
ン
タ
ー
と
し
て
パ
ス
ポ
ー

ト
発
券
業
務
を
ス
タ
ー
ト
す
る
。

現
状
は
橿
原
市
民
の
み
だ
が
、
他

市
町
村
分
は
、
県
と
十
分
に
協
議

し
て
県
民
全
て
の
利
便
性
に
つ
な

が
る
方
策
を
模
索
し
た
い
。

費
用
負
担
は
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
業
務
と
備
品

は
共
用
す
る
が
、
備
品
購
入
で
３

４
２
万
円
を
見
込
ん
で
い
る
。
ラ

ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
は
消
耗
品
費
年

間
約
１５
万
円
、
輸
送
費
年
間
１６
万

４
，
０
０
０
円
及
び
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
業
務
併
任
の
臨
時
職
員
人
件

費
９
３
０
万
円
を
考
え
て
い
る
。

年
間
の
申
請
人
数
の
見
込
み

と
人
員
配
置
は
。

年
間
約
３
，
０
０
０
人
だ
が
、

申
請
と
交
付
で
来
庁
者
数
は
倍

の
６
，
０
０
０
人
と
な
る
。
日
曜

日
の
開
庁
が
必
須
な
た
め
、
窓
口

は
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
専
用
執
務
室
を

兼
用
し
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
と
兼
任

の
臨
時
職
員
及
び
再
任
用
職
員

と
市
民
窓
口
課
職
員
を
配
置
す

る
。

本
市
は
中
南
和
の
窓
口
と
し

て
の
位
置
づ
け
を
提
唱
し
て
い
る

が
、
橿
原
市
民
し
か
利
用
で
き
な

い
こ
と
に
疑
問
を
感
じ
る
が
、
執

務
ス
ペ
ー
ス
や
駐
車
場
の
利
用
は

ど
う
考
え
て
い
る
か
。

各
市
町
村
の
判
断
に
委
ね
る

部
分
だ
が
、
現
状
の
奈
良
と
高
田

で
の
申
請
等
が
不
便
な
市
町
村

を
中
心
に
権
限
移
譲
と
本
市
へ
の

再
委
託
も
考
え
ら
れ
る
。
参
画
市

町
村
や
処
理
件
数
が
増
え
る
段

階
で
、
県
と
協
議
の
上
、
執
務
ス

ペ
ー
ス
や
駐
車
場
の
確
保
を
考
え

た
い
。現

在
の
本
市
の
ア
ウ
ト
バ
ウ

ン
ド
の
状
況
は
。

（
一
社
）
日
本
旅
行
業
協
会

の
発
表
で
奈
良
県
民
の
出
国
率
は

全
国
８
位
の
１４
．
３
％
、
旅
券
発


